
第 2 章 地震動 

大塚悟・磯部公一（環境防災研究室） 

 

１．はじめに 

調査団第１班では，2011年東北地方太平洋沖地震の地震動の特徴，余震活動状況，地震

動に起因する地盤災害，津波に起因する地盤災害について調査を実施した．各調査結果に

ついて概要をまとめる． 

 

２．調査班の構成 

第１班の構成は，環境・建設系の環境防災研究室の教員（教授 大塚悟，助教 磯部公

一）から成る． 

 

３．東北地方太平洋沖地震の概要 

 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分にマグニチュード 9.0 という巨大地震が発生した．気象庁に

よると，震源（破壊開始点）は，宮城県牡鹿半島の東南東 130 km 付近（北緯 38.1°，東経

142.9°），震源深さ約 24 km のプレート境界面上とされている（図 2.1）．この地点より逆断

層型の破壊が発生し広範な部分にプレートの破壊が進展した．その範囲は，岩手県沖から

茨城県沖までの南北に 500 km，東西に 200 km という極めて大規模な断層面が形成された

と考えられている．これにより宮城県の栗原氏で震度 7 が観測されたほか，震度 6 強以上

の強い揺れが岩手県，宮城県，福島県，茨城県，栃木県，群馬県，千葉県，埼玉県の東日

本の広域で観測された．その後も M7 クラスの大きな余震活動が継続している．図 2.1 に 

  

図 2.1 東北太平洋沖地震の本震・余震分布 1)と断層変位 2) 



東北地方太平洋沖地震の本震と余震の発生分布 1)および推定される活動断層面を示す．図

2.2 は地震に伴う地盤変位分布である．断層のずれに伴って東日本沿海部を中心にほぼ全

域で東方へ変位を生じている．図には海域における鉛直変位を示しているが，断層近くで

は隆起し，沿岸域では沈下していることが分かる．地震後に東北沿岸域で広範囲な地盤沈

下が生じたことが報告されている． 

  

図 2.2 東日本で観測された地盤変位分布 3),4) 

図 2.3に東日本の太平洋岸に沿う強震観測点で観測された本震の加速度波形記録の分布
1)を示す．同図より，最初の大きな破壊（破壊開始点）が宮城県沖で発生し，強い地震動

が東北地方太平洋沿岸地域に伝わり，その数十秒後に破壊開始点より東方の宮城県沖で大

きな破壊が発生，その直後に３つ目の破壊が茨城県北部の沖合で発生し，各地震動が伝わ

っていく様子がわかる．今回の地震の最大の特徴として，複数の大規模な逆断層型地震が

連動して発生し，東日本の広範囲で数分間にわたる継続時間の長い大きな地震動が観測さ

れたことがあげられる．図 2.4 に示す兵庫県南部沖地震と東北地方太平洋沖地震において

各地で観測された地震動に対する速度応答スペクトル比較図を見ると，兵庫県南部沖地震

では速度応答スペクトルが卓越する周期帯が 1～2 秒付近にあるのに対し，本地震では築館，

日立，塩竃の各地域において 0.2～0.5 秒付近に速度応答スペクトルが卓越する領域が存在

している．今回の地震では，各地で一般的に木造家屋に対して影響が大きいとされている

キラーパルス帯（1～2 秒）から外れていたことが，地震動そのものによる家屋への被害が

地震の規模に対して相対的に軽微であったと考えられる． 

 4 月 11 日にいわき市を震源とする M7.1 の直下型の余震が発生し，延長 7 km ともいわれ

る断層が地表に現れた．図 2.5 に断層の状況を示すが，山体を縦断して断層が地表面に表

れる例は珍しい．K-NET 観測点の加速度波形には 3 回にわたる断層の活動が伺える． 



 

図 2.3 東日本で観測された地震動分布 1) 

 

図 2.4 速度応答スペクトルの比較 1) 



  

図 2.5 余震で発生した断層と断層変位による建物被害（環境防災研究室） 

 

４．地震動に起因する地盤災害 

 地盤災害は大別して，1)谷埋め盛土を中心とした宅地造成地の被害，2)河川堤防の被害，

3)人工地盤の液状化，4)自然斜面の崩壊，5)津波による防潮堤の被害，が発生した．地震動

は加速度が大きく，かつ振動時間が極めて長いにもかかわらず，地盤災害は中越地震に比

較すると比較的軽微である．以下に，地盤災害の特徴や課題を取りまとめる． 

1) 宅地造成地の被害は谷埋め盛土や腹付盛土で崩壊事例が多い．特に地下水位の高い谷埋

め盛土では盛土の変形により，家屋建物が甚大な被害を受ける事例が多発した．福島市

では国道4号線に沿うあさひ台団地で法面崩壊が発生して大きな被害が生じた．また，仙

台市では1978年宮城県沖地震で被災した緑ヶ丘団地で法面崩壊が発生し，家屋建物に大

きな被害が生じている．近年には宅地造成に伴う切盛り分布図が整備され手危険個所の

抽出が進められているが，未だ斜面対策まで実施される例は比較的少なく，大きな課題

になっている．特に開発された造成地は既に家屋建物が存在するために，対策工に関す

る制約が大きく効果的な対策工が開発されていない．後述のように，緑ヶ丘団地では宮

城県沖地震による被災に伴って地すべり抑止杭や排水工による対策が行われているにも

拘らず，家屋被害が発生している点は大きな問題である． 

 

図 2.6 福島市あさひ台団地の被害（環境防災研究室） 



2) 河川堤防では従来旧河道との交差点などで地盤の液状化に伴う堤防の損壊が生じること

が一般的であるが，宮城県では北上川において粘性土地盤上の堤防が崩壊する事例が発

生した．軟弱粘性土地盤では堤防の構築に伴う地盤沈下により堤防直下地盤が沈下して

ポケットのように地下水の涵養箇所が発生する．今回地震では粘性土地盤上の堤防にて

地盤沈下に伴う地下水涵養箇所で液状化に伴う地盤強度の低下が発生して河川堤防が崩

壊する事例が発生した．現在，調査研究が行われているが，粘性土地盤の低強度も破壊

に関与する可能性があることから詳細調査が望まれる． 

 

 

図 2.7 阿武隈川坂津田地区の被害 5) 

3) 地盤の液状化は東北地方の海岸地域を中心に広範囲に発生したと想定されるが，津波に

よる被害のために液状化被害の痕跡は比較的限定される．しかし，いわゆる自然堆積地

盤の液状化ではなく，盛土や埋め土の人工地盤では液状化が広範囲に発生して被害を生

じた．関東地区の浦安市をはじめ内陸部でも人工地盤で液状化が発生して家屋建物に甚

大な被害が発生した．公共構造物では液状化対策が普及して対策効果が発揮されるのに

対して，宅地開発では液状化対策が不十分な地域も数多くあり，選択的に被害が発生し

ている．個人宅地は一般に液状化対策の費用が負担であり，既存建物がある場合には対

策工も制約されるために効果的な対策が難しい現状がある．社会的にも大変注目されて

おり，早急の対策工の開発と実施が望まれる． 

4) 自然斜面の崩壊は直下型地震の中越地震に比較すると被害は軽微である．特に宮城，岩

手県は比較的地山も堅いため，ほとんど被害は見られない．福島県では火山性堆積物を

中心に比較的規模の大きい斜面崩壊が発生した．溶結凝灰岩は固結した火山噴出物を含

んでおり，地震時には繰り返しせん断による堆積圧縮により間隙水圧の発生によるせん

断強度の低下が懸念される．しかし斜面被害の発生は限定的で，中越地震の旧山古志村

のような広域被害は発生していない．地下水の多い斜面が選択的に崩壊した印象があり，

地下水の涵養状況が中越地震の被害地と異なることが主原因と思われる． 

5) 東北地方太平洋沖地震では津波による防潮堤や防波堤の被害が多数発生した．想定を超 



 

図 2.8 福島県葉ノ木平地区の斜面崩壊とすべり面の露頭（環境防災研究室） 

  

図 2.9 防潮堤の転倒被害と基礎地盤の浸食（環境防災研究室） 

える津波高さにより潮位差に伴う基礎の浸食や洗掘が被害の主原因と考えられる．しかし，

防潮堤の被害形態には個々の地点で異なる特色があり，堤体の滑動や転倒など被害形態は

いくつかのタイプがある．今回の津波は設計想定を超えるものであるために，被害の発生

ある程度やむを得ないと思われるが，今後の防潮堤や防波堤をどのように設計するのか，

大きな課題が発生した．地震と同様にレベル1，2の設計を行う提案があるが，レベル2の場

合には巨大津波に対して被害を減災する構造物や復旧性能の高い構造物を構築する新技術

の開発が期待されている． 
 

５．顕在化した課題と今後の調査研究 

 今回の地震で顕在化した地盤災害の課題と環境防災研究室の調査研究課題について取

りまとめる． 

(1) 地震時における地盤の液状化は完全液状化以外にも部分液状化による地盤強度の低下

によって被害の発生する事例がある．福島県では宅地造成地の盛土被害が多数発生した



が，盛土材は火山性堆積物が用いられる事例が多い．火山性堆積物はガスの噴出により

土粒子が多孔質材であることや固結・団粒化した土塊が含まれることから，地震動によ

る土塊の粉砕や粒子破砕によって盛土地盤は堆積圧縮するために間隙水圧が生じる（液

状化の素因）．火山性堆積物の盛土材への転用は比較的事例の多いことから，盛土材と

しての性質を調査するとともに，適切な施工管理方法の開発が必要である． 

  

図 2.9 火山性堆積物による盛土の被害（環境防災研究室） 

(2) 仙台市緑ヶ丘団地では谷埋め盛土で斜面の変状が生じた．対策工で鋼管杭と排水工が

施工されていたにもかかわらず，繰り返し被害が発生した．対策工の施工にも拘らず，

斜面の変位被害が発生した原因を数値解析により調査し，適切な対策工の開発を行う必

要がある． 

 

図 2.10 谷埋め盛土の繰り返し被害と耐震対策工（鋼管杭・排水工）6) 

(3) 河川堤防の被害は地震による変形被害が詳細に調査されている．今後各機関で地盤の

物性調査が実施されることから，これらの基礎情報を基に液状化による強度低下を考慮

した簡易残留変形解析手法の開発を行う必要がある．河川堤防の被害は砂質系材料の被

害がこれまで報告されてきたが，今回被害では粘性土地盤での被害が発生しており，被

害の実態を数値解析によって明らかにする必要がある． 



(4) 砂質地盤上に建設された杭基礎形式の建物が津波により転倒被害を受けた．推測では

地震によって液状化した地盤に対して，津波による水平荷重が作用したと考えられる．

複合被害ということもできるが，津波に対する建物基礎の検討が必要である．砂質地盤

に対しては液状化防止の視点から固化材による地盤改良が一般に行われる事例が多い

が，経済性の問題より壁状改良など様々な方法が提案されている．しかし，水平・傾斜

荷重を受ける際の壁状改良地盤の支持力を精度良く求める方法が存在しないことから，

改良地盤の強度特性を考慮した極限支持力の評価手法の開発が必要である． 

沿海部では軟弱な粘性土が厚く堆積することから，多くの建物が杭によって支持されて

いる．地盤は粘性土や砂質土から成る多層系地盤であることから，地震によるせん断波が

入射すると地層境界で剛性の高い杭に大きな横荷重が作用する．軟弱な粘性土では地震に

よる変位も大きいことから，変位法を用いた杭の設計は過大設計になる可能性がある．粘

性土地盤による杭のすり抜けを考慮した設計を実務に導入する必要がある． 

 

図 2.11 砂質地盤における杭構造形式建物の津波による転倒被害（環境防災研究室） 

   

(a)3.0D (R=11.9cu)       (b) 4.0D(R=11.9cu)                (C) 6.0D (R=12.5cu)  

図 2.12  軟弱地盤中の杭の横抵抗支持力（環境防災研究室，杭間距離の変化） 
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